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正に「ようやく」という言葉がぴったりの、後手後手に回った「緊急事態宣言」が発出さ
れましたね。最初は１都３県でしたが、１週間も経たないうちに７府県が追加されました。
これにも後手後手感が否めませんよね・・・。また、今回の緊急事態宣言では主な対象が
飲食店に限定されていたりと、素人目には本当にこれで効果が出るのか疑問を感じます。
こういう時だからこそ、管総理には我々国民に「安心感」を抱かせて欲しいものです。 
 

企業の同一労働同一賃金への対応状況は？ 

 

１．いよいよ４月から全面施行「同一労働同一賃金」 

パートタイム・有期雇用労働法の施行に伴って、企業には正社員と非正規雇用労働者の
間の不合理な待遇差の解消等が求められています。２０２１年４月から中小企業にも全面
的に適用されるこの「同一労働同一賃金」。完全施行を前に準備を進めている企業も多い
と思いますが、企業の対応状況はどのようになっているのでしょうか。 
 

２．「同一労働同一賃金」ルール 認知度は６割 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構が実施した調査（１０月１日現在の状況について
調査。有効回答数（有効回答率）９，０２７ 社（４５．１％））によれば、同一労働同一
賃金ルールについて「内容を知っている｣との回答が６割超となっています（大企業（常用
雇用者 ３０１人以上）で９３．６％、中小企業（同３００人以下）で６３．３％）。｢内
容はわからないが、同一労働同一賃金という文言は聞いたことがある｣は３１．４％（大企
業５．２％、中小企業３２．６％）となっており、適用前の中小企業ではまだ周知が不十
分である状況がわかります。 
 

３．対応完了は約１５％ 

同調査によれば、同一労働同一賃金ルールへの対応（雇用管理の見直し）について、｢既
に必要な見直しを行った（対応完了）｣が１４．９％（大企業２７．５％、中小企業１４．
１％）、｢現在、必要な見直しを行っている（対応中）｣が１１．５％（大企業２３．９％、
中小企業１０．８％）、｢今後の見直しに向けて検討中（対応予定）｣が１９．５％（大企
業２５．７％、中小企業 １９．３％）となっています。約半数が「必要な見直しを行った
・行っている、または検討中」である一方、「従来通りで見直しの必要なし（対応完了）」
が３４．１％（大企業１６．５％、中小企業３５．１％）、｢対応方針は、未定・わからな
い｣が１９．４％（大企業６．４％、中小企業２０．１％）となっており、まだ手をつけて
いないという企業も多いようです。 
 

４．不合理な待遇差禁止義務への対応が４割 

対応策にも様々ありますが、本調査では（複数回答）、｢（正社員と職務・人材活用とも
同じ）以外のパート・有期社員の待遇の見直し（不合理な待遇差禁止義務への対応）｣が４
割を超え（４２．９％）、｢正社員とパート・有期社員の、職務分離や人材活用の違いの明
確化｣（１９．４％）、｢正社員と職務・人材活用とも同じパート・有期社員の待遇の見直
し（差別的取扱い禁止義務への対応）｣（１８．８％）、｢就業規則や労使協定の改定｣（１
８．６％）、｢労働条件（正社員との待遇差の内容・理由を含む）の明示や説明｣（ １７．
０％）、「パート・有期社員の正社員化や正社員転換制度の導入・拡充」（１２．８％）、
｢正社員を含めた待遇の整理や人事制度の改定｣（１０．７％）、「正社員の待遇の見直し
（引下げ等）」（６．１％）等が続いています。 



これからという企業も、自社の状況をみながら具体的な対応を検討していきたいですね。 


